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(財)財務会計基準機構会員  
平成平成平成平成16161616年３月期年３月期年３月期年３月期                個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要        平成16年５月18日        

 
上 場 会 社上 場 会 社上 場 会 社上 場 会 社 名名名名  綜合警備保障株式会綜合警備保障株式会綜合警備保障株式会綜合警備保障株式会社社社社 上 場 取 引 所 東京証券取引所（市場第一部） 

コード番号  ２３３１ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.alsok.co.jp ） 
代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏名 村井 温 
問合せ先責任者 役職名 執 行 役 員 経 理 部 長 氏名 大西 明  ＴＥＬ (03) 3470－6811 
決算取締役会開催日 平成16年５月18日  中間配当制度の有無 有 
定時株主総会開催日 平成16年６月29日  単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 
 
１１１１    16161616年３月期の業績（平成年３月期の業績（平成年３月期の業績（平成年３月期の業績（平成15151515年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成16161616年３月年３月年３月年３月31313131日）日）日）日）    

(1) 経営成績                                     （百万円未満切捨て） 
 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16年 ３ 月 期 176,207   (△ 6.3 ) 5,287   (△51.0 ) 7,094   (△40.2 ) 
1 5年 ３ 月 期 188,141    (   0.6 ) 10,791   (  13.9 ) 11,864   (  11.3 ) 
 

 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経 常 利 益 率 

売 上 高 
経 常 利 益 率 

 百万円   ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
16年 ３ 月期  11,186 ( 94.3 ) 111   33  111   26  14.0 3.8  4.0  
1 5年 ３ 月期  5,758 (  6.6 ) 62   61  62   39  9.5 6.5  6.3  
(注)１ 期中平均株式数          16年３月期  100,385,654株   15年３月期  91,724,054株 

２ 会計処理の方法の変更 無 
３ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

 
(2) 配当状況                                     （百万円未満切捨て） 

(注)１ 16年３月期の配当金の内訳 普通配当 17円00銭  
  ２ 15年３月期の配当金の内訳 普通配当 17円00銭 上場記念配当 3円00銭 
 
(3) 財政状態                                     （百万円未満切捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 
16年 ３ 月期  190,034    86,674    45.6  863      17  
1 5年 ３ 月期  186,975    73,267    39.2  729      81  
(注)１ 期末発行済株式数         16年３月期    100,402,356株 15年３月期  100,369,920株 

２ 期末自己株式数                16年３月期           1,786株 15年３月期      622株 
 
２２２２    17171717年３月期の業績予想（平成年３月期の業績予想（平成年３月期の業績予想（平成年３月期の業績予想（平成16161616年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成17171717年３月年３月年３月年３月31313131日）日）日）日）    

１株当たり年間配当金 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中間期 
通 期 

百万円 
87,292 (0.4) 
176,624 (0.2) 

百万円 
  18 (△98.8) 
2,866 (△45.8) 

百万円 
3,208 (   4.2) 
6,010 (△15.3) 

百万円 
2,086 (   8.2) 
3,916 (△65.0) 

円 銭 
0   0 
－  － 

円 銭 
－  －  
17  00   

円 銭 
－  －  
 17  00   

(注)１ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期（対前中間期）の予想増減率であ
ります。 
２ １株当たり予想当期純利益(通期)38円89銭 

※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績は、
様々なリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。 

１株当たり年間配当金 
 

 中間 期末 
配当金総額 
（年間） 

配当性向 
株主資本 
配当率 

 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％ 
16年 ３ 月期  17  00    0   0  17  00  1,706    15.3   2.0   
1 5年 ３ 月期  20  00    0   0  20  00  2,007    31.9   2.7   

dejitaru-syomei
閲覧サービス掲載済み
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（ご参考） 
１ 16年３月期の業績（平成15年４月１日～平成16年３月31日）について 
当社は、平成15年４月１日付で、当社の100％子会社である綜警電気産業㈱を吸収合併しておりま
す。また、同じく平成15年４月１日付で、会社分割により当社の常駐警備部門の一部を分社化してお
ります。 
同一水準の組織による経営成績の比較のため、便宜上、これらの組織変更が前期の期首に行われた
と仮定した場合、当期における経営成績の対前期比較は、次の通りであります。 

 

 
前期 

（15年３月期） 
当期 

（16年３月期） 
増減率 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期純利益 

175,939百万円 

9,128百万円 

9,991百万円 

4,850百万円 

176,207百万円 

5,287百万円 

7,094百万円 

11,186百万円 

0.2％ 

△42.1％ 

△29.0％ 

130.6％ 

 
２ 厚生年金基金の代行部分の返上が当期純利益に与える影響について 
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成16年３月１日
に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。本件の実施に伴い、代行返上益
13,357百万円を特別利益に計上し、当期純利益は、7,921百万円増加しております。仮にこの厚生年
金の代行部分の返上を実施しなかった場合の当期純利益は、約3,265百万円であり、１株当たり当期
純利益は、約32.43円であります。 
 なお、主要な各勘定等に与える影響額は、次の通りであります。 

                     

 当期の実績 
代行部分の返上が実
施されなかった場合 

影響額 

特別利益 13,365 百万円 8 百万円 ＋13,357百万円 
法人税等調整額 3,839 百万円 9,275 百万円 △5,436百万円 
当期純利益 11,186 百万円 3,265 百万円 ＋7,921百万円 
１株当たり当期純利益 111.33円 32.43円 78.91円 
１株当たり配当金 17.00円 17.00円 － 円 
（配当性向） （15.3％） （52.4％） （△37.1ポイント） 
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個 別 財 務 諸 表個 別 財 務 諸 表個 別 財 務 諸 表個 別 財 務 諸 表 等等等等    
    
１１１１    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表    

  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
（百万円）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※1  55,844   60,767   

２ 受取手形   316   489   

３ 売掛金   11,926   11,413   

４ 有価証券   999   62   

５ 貯蔵品   672   3,400   

６ 前払費用   1,890   1,740   

７ 立替金   12,292   16,838   

８ 繰延税金資産   1,526   1,933   

９ その他   556   2,058   

貸倒引当金   △91   △96   

流動資産合計   85,933 46.0  98,607 51.9 12,674 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物  15,836   16,688    

減価償却累計額  6,369 9,467  6,955 9,733   

(2) 構築物  481   480    

減価償却累計額  334 147  345 134   

(3) 機械及び装置  76,708   78,607    

減価償却累計額  61,867 14,841  63,755 14,852   

(4) 航空機  184   184    

減価償却累計額  175 9  175 9   

(5) 車両運搬具  2,845   2,032    

減価償却累計額  2,640 205  1,901 131   

(6) 器具及び備品  3,289   5,248    

減価償却累計額  1,845 1,444  3,224 2,023   

(7) 土地 ※2  6,484   7,131   

(8) 建設仮勘定   643   455   

有形固定資産合計   33,242 17.8  34,471 18.1 1,229 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
（百万円）

２ 無形固定資産         

(1) ソフトウェア   3,246   3,143   

(2) 電話加入権   317   ―   

(3) 電気通信施設利用権   413   297   

(4) その他の無形固定資産   234   136   

無形固定資産合計   4,212 2.2  3,576 1.9 △635 

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   14,225   16,270   

(2) 関係会社株式   11,412   8,084   

(3) 出資金   42   42   

(4) 長期貸付金   1,200   1,400   

(5) 従業員長期貸付金   560   528   

(6) 関係会社長期貸付金   205   205   

(7) 破産債権､更生債権その
他これらに準ずる債権   167   641   

(8) 長期前払費用   725   1,152   

(9) 敷金保証金   8,425   8,208   

(10) 保険積立金   3,756   2,981   

(11) 繰延税金資産   23,016   15,772   

(12) その他   209   148   

貸倒引当金   △357   △2,057   

投資その他の資産合計   63,587 34.0  53,378 28.1 △10,209 

固定資産合計   101,042 54.0  91,426 48.1 △9,615 

資産合計   186,975 100.0  190,034 100.0 3,059 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
（百万円）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金 ※3  8,202   8,431   

２ 短期借入金 ※1  12,081   25,184   

３ １年以内償還予定の社債   10,000   ―   

４ １年以内返済予定の長期借入金   4,566   4,272   

５ 未払金 ※3  4,333   4,622   

６ 未払費用   3,124   2,867   

７ 未払法人税等   1,354   1,079   

８ 未払消費税等   1,221   470   

９ 前受金   4,652   4,758   

10 預り金   308   269   

11 賞与引当金   2,794   2,750   

12 その他   279   396   

流動負債合計   52,916 28.3  55,101 29.0 2,185 

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金   6,560   14,118   

２ 退職給付引当金   50,769   30,870   

３ 役員退職慰労引当金   512   521   

４ 執行役員退職慰労引当金   39   89   

５ 債務保証損失引当金 ※6  400   ―   

６ 預り保証金   2,510   2,658   

固定負債合計   60,792 32.5  48,258 25.4 △12,533 

負債合計   113,708 60.8  103,360 54.4 △10,347 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
（百万円）

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※4  16,919 9.1  16,966 8.9 46 

Ⅱ 資本剰余金         

資本準備金   26,039 13.9  28,767 15.1 2,728 

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金  792   792    

２ 任意積立金         

(1) 特別償却準備金  17   34    

(2) 別途積立金  14,000   14,000    

３ 当期未処分利益  20,475   29,641    

利益剰余金合計   35,285 18.9  44,468 23.4 9,183 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※2  △5,585 △3.0  △5,585 △2.9 ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※7  609 0.3  2,060 1.1 1,450 

Ⅵ 自己株式 ※5  △1 △0.0  △2 △0.0 △1 

資本合計   73,267 39.2  86,674 45.6 13,407 

負債及び資本合計   186,975 100.0  190,034 100.0 3,059 
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２２２２    損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書    

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 

増減 
（百万円）

Ⅰ 売上高   188,141 100.0  176,207 100.0 △11,934 

Ⅱ 売上原価 ※4  138,675 73.7  131,231 74.5 △7,443 

売上総利益   49,466 26.3  44,975 25.5 △4,491 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2,4  38,675 20.6  39,688 22.5 1,013 

営業利益   10,791 5.7  5,287 3.0 △5,504 

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息  34   19    

２ 有価証券利息  16   15    

３ 受取配当金 ※3,4 1,486   1,784    

４ 保険配当金  234   195    

５ 受取賃貸料  245   229    

６ 経営協力料収入 ※4 202   180    

７ その他  561 2,782 1.5 751 3,177 1.8 395 

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息  546   445    

２ 社債利息  271   212    

３ 固定資産除却損 ※5 377   448    

４ その他  513 1,708 0.9 262 1,370 0.8 △338 

経常利益   11,864 6.3  7,094 4.0 △4,770 

Ⅵ 特別利益         

 １ 厚生年金基金代行部分返上益  ―   13,357    

２ 子会社株式売却益  ― ― ― 8 13,365 7.6 13,365 

Ⅶ 特別損失         

１ 投資有価証券評価損  748   76    

２ 固定資産処分・評価損 ※6 ―   507    

３ 棚卸資産処分・評価損 ※7 ―   299    

４ 特別加算退職金  ―   179    

５ 貸倒引当金繰入額  ―   1,323    

６ 債務保証損失引当金繰入額  20   ―    

７ その他  ― 768 0.4 70 2,457 1.4 1,689 

税引前当期純利益   11,096 5.9  18,002 10.2 6,905 

法人税、住民税及び事業税  3,080   2,977    

法人税等調整額  2,258 5,338 2.8 3,839 6,816 3.9 1,478 

当期純利益   5,758 3.1  11,186 6.3 5,427 

前期繰越利益   14,716   18,455  3,738 

当期未処分利益   20,475   29,641  9,166 
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３３３３    利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案    

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成15年６月27日） 

当事業年度 
（株主総会開催予定日 
平成16年６月29日） 

対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 増減 

（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   20,475  29,641 9,166 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

特別償却準備金取崩額  2 2 7 7 5 

合計   20,478  29,649 9,171 

Ⅲ 利益処分額       

１ 配当金  2,007  1,706   

２ 取締役賞与金  15 2,023 10 1,717 △306 

Ⅳ 次期繰越利益   18,455  27,932 9,477 

       

 （注）１ 特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 
２ 配当金は、発行済株式の総数から自己株式を除いて計算しております。 

 

 

1株当たり配当金の内訳 
 前事業年度 当事業年度 

 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円   銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普通株式 20  00 0   0 20  00 17  00 0   0 17  00 

（内訳）       

普 通 配 当 17  00 0   0 17  00 17  00 0   0 17  00 

上場記念配当 3  00 － 3  00 － － － 
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４４４４    重要な重要な重要な重要な会計会計会計会計方針方針方針方針    

項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

有価証券 有価証券 １ 有価証券の評価基準及び

評価方法 (1) 子会社株式及び関連会社株式 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっ

ております。 

同左 

 (2) その他有価証券 (2) その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっております。 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっ

ております。 

 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブについては時価法に

よっております。 

 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

先入先出法による原価法によって

おります。 

 

同左 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 ４ 固定資産の減価償却の方

法   定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法）を採用

しております。主な耐用年数は、次

の通りであります。 

 建物      38～50年 

 機械及び装置     ５年 

 

同左 

 

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用処理しております。 

平成14年10月24日を払込期日とする募

集による新株式の発行は、引受証券会社

が発行価額で引受けを行ない、これを発

行価額と異なる募集価額で投資家に販売

する買取引受契約（「新方式」という。）

によっております。 

「新方式」では、募集価額と発行価額

との差額は、引受証券会社の手数料であ

り、引受証券会社に対する事実上の引受

手数料となることから、当社から引受証

券会社への引受手数料の支払いはありま

せん。平成14年10月24日付の募集による

新株式発行に際し、募集価額と発行価額

との差額の総額は1,162百万円であり、引

受証券会社が発行価額で引受を行い、同

一の募集価額で投資家に販売する買取引

受契約（「従来方式」という。）による

新株式発行であれば、新株発行費として

処理されていたものであります。 

このため、「新方式」では、「従来方

式」に比べ、新株式発行費の費用処理額

は1,162百万円少なく計上され、また経常

利益及び税引前当期純利益は同額多く計

上されております。 

 

新株発行費 

支出時に全額費用処理しております。 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

     売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

同左 

 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定

額法により処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額

法により翌事業年度から処理する

こととしております。 

 

 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による

定額法により処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額

法により翌事業年度から処理する

こととしております。 

(追加情報) 

 当社は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金の代行部分に

ついて、平成16年３月１日に厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の

認可を受けました。 

 当社は「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第13

号）第47-２項に定める経過処置を

摘要し、当該将来分返上許可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債

務と年金資産を消滅したものとみ

なして会計処理をしております。 

 本処理に伴う当事業年度におけ

る損益に与える影響額は、特別利

益13,357百万円計上しておりま

す。 

 また、当事業年度末日現在にお

いて測定された返還相当額（最低責

任準備金）は、24,813百万円であり

ます。 

 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

同左 

 (5) 執行役員退職慰労引当金 (5) 執行役員退職慰労引当金 

  執行役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (6) 債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備えるた

め、被保証者の財政状況等を勘案

し、損失負担見込額を計上しており

ます。 

(6)      － 

 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。また、金利スワップについて

は特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用しており

ます。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は次

の通りであります。 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

(3) ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減並びに金

融収支改善のため、内規に基づき、

金利変動リスクをヘッジしており

ます。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップにつきましてはヘ

ッジの高い有効性があるとみなさ

れるため、有効性の評価は省略して

おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(2) 自己株式及び法定準備金取崩等会計  

「自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」（企業会計

基準第１号）が平成14年４月１日以

後に適用されることになったこと

にともない、当事業年度から同会計

基準によっております。これによる

当事業年度の損益に与える影響は

ありません。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しており

ます。 

(3) １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」(企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第４号)が平成14年４月１

日以後開始する事業年度に係る財務

諸表から適用されることになったこ

とにともない、当事業年度から同会

計基準及び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響について

は、｢１株当たり情報に関する注記｣

に記載しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2)     － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)     － 

 

 

    
５５５５    追加情報追加情報追加情報追加情報 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

－  (未払賞与に対応する社会保険料会社負担額の費用処理
方法) 
  従来、賞与に対応する社会保険料のうち会社負担額につ
いては支出時の費用として処理しておりましたが、厚生年
金保険法等の改正により、平成 15 年４月から保険料算定
方式に総報酬制が導入されることに伴い、重要性が増した
ため、当会計期間から未払賞与に対応する社会保険料会社
負担額を費用処理する方法に変更しております。 
 この変更により、前事業年度と同一の方法によった場合
に比べ、売上総利益は 193 百万円、営業利益、経常利益、
税引前純利益は299百万円それぞれ少なく計上されており
ます。 
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６６６６    当期中の発行済株式数の増加当期中の発行済株式数の増加当期中の発行済株式数の増加当期中の発行済株式数の増加 

発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円） 

平成15年５月27日 新株引受権の行使 6,500 1,385 1,385 

平成15年７月１日 新株引受権の行使 1,000 1,385 1,385 

平成15年９月19日 新株引受権の行使 8,600 1,385 1,385 

平成15年10月１日 新株引受権の行使 4,300 1,385 1,385 

平成15年10月20日 新株引受権の行使 4,600 1,385 1,385 

平成16年２月６日 新株引受権の行使 8,600 1,385 1,385 

合       計 33,600 － － 

 
７７７７    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表に関する注記に関する注記に関する注記に関する注記    

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１ 現金及び預金 
 貸借対照表に計上した現金及び預金には、使用
の制限された警備輸送業務用現金37,778百万円
が含まれております。また、短期借入金残高のう
ち、当該業務で調達した資金が10,333百万円含ま
れております。 
 なお、貸借対照表に計上した現金及び預金の他
に、警備輸送業務において契約先から預かってい
る現金及び預金が132,419百万円あります。 

※１ 現金及び預金 
 貸借対照表に計上した現金及び預金には、使用
の制限された警備輸送業務用現金41,047百万円
が含まれております。また、短期借入金残高のう
ち、当該業務で調達した資金が21,983百万円含ま
れております。 
 なお、貸借対照表に計上した現金及び預金の他
に、警備輸送業務において契約先から預かってい
る現金及び預金が162,228百万円あります。 

  
※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律
第24号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土
地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部
に計上しております。 
 再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年
３月31日公布政令第119号）第２条 第４号に定
める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる
土地の価額を算定するために、国税庁長官が定
めて公表した方法により算出した価額に基づい
て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出
する方法を採用しております。 

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律
第24号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土
地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部
に計上しております。 
 再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年
３月31日公布政令第119号）第２条 第４号に定
める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる
土地の価額を算定するために、国税庁長官が定
めて公表した方法により算出した価額に基づい
て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出
する方法を採用しております。 

   
再評価を行った土地の当期末における時価が
再評価後の帳簿価額を下回る額 
 437百万円 

 

 
再評価を行った土地の当期末における時価が
再評価後の帳簿価額を下回る額 
 832百万円 

  
  
※３ 関係会社に対する債権・債務 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて
いる関係会社に対する債権債務のうち主なもの
は、次の通りであります。 

※３ 関係会社に対する債権・債務 
 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて
いる関係会社に対する債権債務のうち主なもの
は、次の通りであります。 

 
買掛金 6,006百万円 
未払金 719 

 

 
買掛金 2,822百万円 
未払金 547 

  
  
※４ 株式の状況 ※４ 株式の状況 
 

授権株式数     普通株式 300,000,000株 
発行済株式総数 普通株式 100,370,542株 

 

 
授権株式数     普通株式 300,000,000株 
発行済株式総数 普通株式 100,404,142株 
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前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※５ 自己株式の状況 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式622

株であります。 

※５ 自己株式の状況 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,786
株であります。  

 

※６ 偶発債務 

保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して次

の通り債務保証を行っております。なお、保証金

額からは債務保証損失引当金設定額を控除してお

ります。 

※６         － 

 
㈱パンエイシア 52百万円 

  

   

※７ 配当制限 

平成14年改正前商法第290条第１項第６号に規

定する資産に時価を付したことにより増加した純

資産額は609百万円であります。 

 
 

※７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

2,060百万円であります。 
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８８８８    損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書に関する注記に関する注記に関する注記に関する注記    

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は41.1％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

58.9％であります。 

 主要な費目及び金額は、次の通りであります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は43.1％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

56.9％であります。 

 主要な費目及び金額は、次の通りであります。 
 

広告宣伝費 1,784百万円 

給料 14,84

8 

賞与 3,167 

賞与引当金繰入額 902 

福利厚生費 2,954 

退職給付費用 1,021 

役員退職慰労引当金繰入額 53 

執行役員退職慰労引当金繰入額 76 

賃借料 4,779 

減価償却費 938 

貸倒引当金繰入額 17 
  

 
広告宣伝費 1,800百万円 

給料 15,467 

賞与 2,683 

賞与引当金繰入額 978 

福利厚生費 3,208 

退職給付費用 1,381 

役員退職慰労引当金繰入額 64 

執行役員退職慰労引当金繰入額 61 

賃借料 4,395 

減価償却費 1,086 

貸倒引当金繰入額 93 
  

  

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費は、647百万

円であります。 

 一般管理費に含まれる研究開発費は、859百万

円であります。 

  

※３ 受取配当金には、海外会社の配当可能利益の資本

組入れによる株式配当金96百万円が含まれてお

ります。 

※３ 受取配当金には、海外会社の配当可能利益の資本

組入れによる株式配当金51百万円が含まれてお

ります。 

  

※４ 関係会社との取引に係るものの総額は、次の通り

であります。 

※４ 関係会社との取引に係るものの総額は、次の通り

であります。 
 

営業費用支払高 39,115百万円 

経営協力料収入 196 

受取配当金 1,250 
  

 
営業費用支払高 32,985百万円 

経営協力料収入 175 

受取配当金 1,311 
  

  

※５ 固定資産除却損の内容 ※５ 固定資産除却損の内容 
 

機械及び装置 195百万円 

その他 181 

 合計 377 
  

 
機械及び装置 333百万円 

その他 115 

 合計 448 
  

※６         － 

 

※６ 固定資産処分・評価損の主な内容 

    電話加入権評価損           326百万円 

 ソフトウェア廃棄損         179 

※７         － ※７ 棚卸資産処分・評価損の主な内容 

    棚卸資産廃棄損             279百万円 
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９９９９    リース取引に関する注記リース取引に関する注記リース取引に関する注記リース取引に関する注記    

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取 得 価 額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期 末 残 高 
相 当 額 
（百万円） 

車両運搬具 3,204 1,677 1,526 

器具及び備品 4,487 2,039 2,447 

合計 7,692 3,717 3,974 
  

 

 
取 得 価 額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期 末 残 高 
相 当 額 
（百万円） 

車両運搬具 3,107 1,693 1,413 

器具及び備品 4,329 2,316 2,013 

合計 7,436 4,009 3,426 
  

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 1,503百万円 

１年超 2,743 

合計 4,246 
  

 
１年内 1,476百万円 

１年超 2,325 

合計 3,801 
  

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
 

支払リース料 1,792百万円 

減価償却費相当額 1,481 

支払利息相当額 320 
  

 
支払リース料 2,001百万円 

減価償却費相当額 1,543 

支払利息相当額 377 
  

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 

１年内 2,305百万円 

１年超 17,188 

合計 19,493 
  

 
１年内 2,182百万円 

１年超 14,399 

合計 16,582 
  

 
10101010    有価証券に関する注記有価証券に関する注記有価証券に関する注記有価証券に関する注記    

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

同左 
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11111111    税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記    
１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 
 前事業年度 

（平成15年３月31日現在）
 

当事業年度 
（平成16年３月31日現在）

  
繰延税金資産 
未払事業税 
賞与引当金損金算入限度超過額 
貸倒引当金損金算入限度超過額 
退職給付引当金損金算入限度超過額 
役員退職慰労引当金 
執行役員退職慰労引当金 
減価償却限度超過額 
警報機器設置工事費否認 
投資有価証券評価損 
その他 
繰延税金資産合計 
 
繰延税金負債 
特別償却準備金 
その他有価証券評価差額金 
繰延税金負債合計 
 
繰延税金資産の純額 
  

 
 

118 
872 
113 

18,492 
208 
16 
531 
4,110 
86 
444 

24,995 
 
 

△9 
△443 
△453 

 
24,542 

  

 
 

118 
1,119 
833 

11,374 
212 
36 
518 
3,832 
66 

1,025 
19,136 

 
 

△18 
△1,413 
△1,432 

 
17,705 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目の内訳 

（単位：％） 
 前事業年度 

（平成15年３月31日現在）
 

当事業年度 
（平成16年３月31日現在）

  
法定実効税率 
（調 整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に計上されない項目 
住民税均等割 
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 
その他 
税効果会計適用後の法人税等の負担率   

 
42.1 

 
1.1 

△4.8 
2.6 
7.3 
△0.2 
48.1 

  

 
40.7 

 
0.6 
△3.4 
1.6 
－ 

△1.6 
37.9 

  
３ 決算日後の税率変更 

前事業年度 
（平成 15 年３月 31 日現在） 

当事業年度 
（平成 16 年３月 31 日現在） 

 地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律
第９号）が平成 15 年３月 31 日に公布されたこと
にともない、当期の繰延税金資産及び繰延税金負
債の計算（ただし、平成 16 年４月１日以降解消が
見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税
率は、前期の 42.1％から 40.7％に変更されており
ます。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金
負債の金額を控除した金額）が 807 百万円減少し、
当期に計上された法人税等調整額が同額増加して
おります。 

― 
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12121212    １株当たり情報１株当たり情報１株当たり情報１株当たり情報    

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 729.81 円 

１株当たり当期純利益金額 62.61 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 62.39 円 

  

  

１株当たり純資産額 863.17 円 

１株当たり当期純利益金額 111.33 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 111.26 円 

  
 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）を適用しております。なお、これによる影響は軽微
であります。 
当社は、平成 14 年８月１日付で、株式１株につき 13
株の分割を致しております。上記会計基準及び適用指針を
前事業年度に適用し、かつ、当該株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の１株当たり情報については、それぞ
れ次の通りとなります。 
 

前事業年度 

１株当たり純資産額 558.21 円 

１株当たり当期純利益金額 63.36 円 

  

  

  
（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次の

通りであります。 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(1) １株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 5,758 11,186 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 15 10 
（うち利益処分による役員賞与金） (15) (10) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,742 11,176 

期中平均株式数（千株） 91,724 100,385 

(2) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（千株） 327 69 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

－ 新株予約権２種類（新株予約

権の数 9,680 個） 

（平成 14年６月27日定時株

主総会決議によるもの 4,680

個及び平成15年６月 27日定

時株主総会決議 5,000 個）商

法第 280 条ノ 20 及び商法第

280条ノ21の規定に基づく特

別決議による新株予約権 
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13131313    重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象    

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ 綜警電気産業㈱との合併について 

当社は、平成14年９月17日開催の当社取締役会

決議に基づき、平成15年４月１日を合併期日とし

て当社の100％子会社である綜警電気産業株式会

社を吸収合併致しました。この合併による損益へ

の影響はありません。合併の概要は次の通りであ

ります。 

(1) 被合併会社の概要 

ア 商号   綜警電気産業株式会社 

イ 所在地  東京都港区元赤坂１丁目６番６号 

ウ 代表者  代表取締役社長 戸井田安弘 

エ 資本金  420百万円 

オ 従業員  80名 

カ 事業内容 警備用機器、防災用機器及び警備

用装備装具類の販売 

(2) 当該合併の目的 

被合併会社は、これまで主として当社グルー

プにおける警備用機器の仕入業務の役割を担っ

てきましたが、組織再編の一環として同社を吸

収合併することにより、業務の効率化を目指す

ものであります。 

(3) 合併契約日 

平成14年10月１日 

本合併は100％子会社の吸収合併であり、合併

に際し新株の発行・合併交付金の交付をともな

わないため、商法第413条ノ３第１項の簡易合併

方式により、商法第408条第１項に定める株主総

会の承認は得ずに行われました。 

(4) 合併比率 

綜警電気産業株式会社は、当社100％所有の子

会社であり、合併にあたり当社所有の綜警電気

産業株式会社の株式は全株消却致しましたの

で、新株式の発行はありません。 

(5) 受入資産・負債の内容（平成15年４月１日現在） 

（単位：百万円） 

（資産の部） （負債の部） 

流動資産 5,021 流動負債 3,406 

有形固定資産 1,554 固定負債 379 

無形固定資産 75   

投資その他の資産 592   
 

－ 
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前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

２ 会社の分割による常駐警備部門の一部の分社化に

ついて 

当社は平成14年12月25日開催の取締役会におい

て、商法第374条ノ６第１項に定める分社型簡易新

設分割により、当社の常駐警備部門の一部である

常駐警備事業本部を、新たに設立する当社の100％

子会社綜警常駐警備株式会社に承継することを決

議し、同日付で分割計画書に調印し、平成15年４

月１日をもって会社分割を実施致しました。 

(1) 分割の目的 

当社は、収益性の向上のため、業務全般にわ

たる合理化・効率化の推進を重要な課題の一つ

として取り組んでおります。今般、長期的に安

定した収益体制を確立するため、東京及び大阪

で主に常駐警備業務を行っております常駐警備

事業本部を分社化し、より効率的な経営体質へ

の転換を図るものであります。 

(2) 新会社の商号、従業員数 

商号  綜警常駐警備株式会社 

従業員 1,360名（平成15年４月１日現在） 

(3) 分割の方法及び分割計画書の内容 

ア 分割の方法 当社を分割会社とし、新たに設

立する綜警常駐警備株式会社を

承継会社とする簡易新設分割

（物的分割）であります。 

イ 分割計画書の内容 

(ｱ) 承継会社は、設立に際して発行する株式の

総数（普通株式６千株）を当社に割り当て

る。 

(ｲ) 承継会社の資本金及び資本準備金 

資本金   300百万円 

資本準備金 商法第288条ノ２第１項第３

号ノ２に定める超過額 

(ｳ) 承継会社が当社から承継する権利義務 

分割期日において分割する常駐警備事業

本部の資産、負債その他これに付随する一

切の権利義務 

 

 
 

－ 
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前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(4) 常駐事業本部の直近の経営成績（平成15年３月期）

 

 

 

 

 

(5) 分割により承継した資産及び負債の金額 

（平成15年４月１日現在）

 

 （単位：百万円）

売上高 18,249 

営業利益 816 

経常利益 813 

 （単位：百万円） 

（資産の部） （負債の部） 

流動資産 4,381 流動負債 1,048

有形固定資産 28 固定負債 5,092

無形固定資産 18  

投資その他の資産 2,012   

－ 

 

14141414    役員の異動役員の異動役員の異動役員の異動（平成16年6月29日付予定） 
 

(1) 代表者の異動 
該当事項はありません 

 
(2) その他の役員の異動 
ア 新任取締役の候補者 
  取締役 佐藤 紘（現 警備運用本部副本部長）  
イ 退任予定の取締役 
  取締役 東山 晴雄 

 
以 上 
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